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１．はじめに 
平成 23 年 3 月 11 日に発生した、東北地方太平洋沖地震に起因する東京電

力株式会社福島第一原子力発電所事故については、現在も、国、地方自治体、

事業者などの関係機関が一体となり、事態収拾に向け懸命な努力がなされてい

ます。 
当社は、平成 23 年 3 月 12 日、13 日および 20 日の福井県知事からのご要

請、ならびに 4 月 2 日の福井県当局からの安全性向上対策に関する具体的計画

報告のご要請を踏まえ、4 月 8 日に安全性向上対策の実行計画について取り纏

め、報告しました。 
その後、福井県当局、安全対策検証委員会等のご意見を踏まえた追加対策、

ならびに 6 月 7 日に発出された国の指示文書（シビアアクシデント（以下、Ｓ

Ａという）が発生した場合でも迅速に対応するための措置の実施）に対する取

組みを追加し、さらに、10 月 17 日に福井県当局から改めてご要請を頂いたソ

フト面などの安全対策の取組みを追加し、現在、鋭意実施しています。 
また、平成 23 年 12 月 26 日には東京電力福島原子力発電所における事故調

査・検証委員会において、福島第一原子力発電所事故の分析により得られた問

題点等を踏まえた中間報告（以下、事故調査・検証委員会中間報告という）が

取り纏められています。 
事故調査・検証委員会中間報告で指摘された問題点等を踏まえ、当社は安全

性向上対策をより実効性のあるものとし、また、最新知見を取り入れていくこ

とにより、県民の皆さま方のさらなる安心を得るべく、事業者として追加安全

対策を取り纏めましたのでご報告します。 

 
２．検討 
    これまで当社が実施してきた安全性向上対策に関しましては、安全対策検証

委員会等から、都度ご意見を頂いています。また、国の事故調査・検証委員会

中間報告では、福島第一原子力発電所事故分析によりいくつかの重要な問題点

が指摘されています。これらを踏まえ、当社が取り組んできた安全性向上対策

や訓練の内容・結果に対し、追加・充実すべき点がないかを再度検討しました。 
 
＜安全対策検証委員会等からのご意見＞ 

・ 事業者自らが行う、積極的・継続的な安全対策への取組み 
・ 実効性のある総合的な訓練の実施 
・ 過酷事故発生時、ハード面のみならずソフト面の対策が重要 
・ 非常時において的確な判断、操作ができる能力の向上 
・ 緊急時対応資機材の共用化、集中管理等維持・管理方法の充実 
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＜事故調査・検証委員会中間報告の指摘＞ 
    ・津波によるＳＡ発生時における対策の欠如 
    ・複合災害という視点の欠如 
    ・全体像をみる視点の欠如 

  
その結果、さらなる安全性の向上を目的として、緊急安全対策の実効性・機

動性向上の観点から、下記の重点項目を抽出し、第３項以降の具体的な追加安

全対策を実施することとしました。 

 
  ＜抽出された重点項目＞ 

・ 初動人員体制の強化 
・ 指揮命令系統の明確化 
・ 運転員等のシビアアクシデント対応能力の向上 
・ 途絶しない情報通信網の確立 
・ 災害対応資機材等の充実 

 
３．初動人員体制の強化 

 当社は、福島第一原子力発電所事故を踏まえ、初動対応として「原子炉冷却」

「冷却の維持」「放射性物質の閉じ込め」を確実に実施するため、ＳＡ対応マニ

ュアルの整備や電源確保・給水確保要員を常時発電所内に駐在するといったアク

シデントマネジメント（以下、ＡＭという）対応要員の増強を行い、複数機同時

作業に対応できるよう事故対策組織としての機能の強化を図ってきました。今回、

事故調査・検証委員会中間報告においては、複数機同時発災時の役割分担、体制

が予め定められていなかったことが対応遅れの一因であったと推定されている

ことから、複数ユニット同時発災を想定した体制を以下の通りさらに強化します。 
（１）初動対応要員のさらなる増員（添付資料－１～３） 

ケーブルつなぎ込み口の改造により少人数でも迅速な電源確保を可能にす

るとともに、外部支援がない状態であっても電源確保と給水確保が独立して

実施できるよう、初動対応要員を各発電所で現状の 40 名程度から 10 名程度

増員することとします。 

［平成 24 年 4 月末完了目途］ 

 
（２）協力会社による発電所支援体制の構築（添付資料－４） 

非常時に必要な技量を持った協力会社要員の派遣を確実に受けることがで

きるように要員派遣体制を構築しました。 

具体的には、協力会社による現場作業、放射線管理等の現場実務の支援、

複合発災、予期しない事態への確実な対応を行なうべく約 150 名程度の要員
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により、現場作業としてモータ、弁、ポンプ修理など、放射線測定、エンジ

ニアリング支援として炉心管理などの支援を可能としました。これらの支援

を確実にするため、各協力会社と「覚書」を締結しました。 

［平成 23 年度実施済］ 

 
４．指揮命令系統の明確化 
（１）指揮命令系統の明確化（添付資料－５） 

複数機同時発災時に情報が混乱し指揮命令が遅れることのないよう、発電

所長のもとに号機毎の指揮者を指名するとともに、号機に特化して情報収集

や事故対策を行う事故対応者の体制を定めました。 
［平成 23 年度実施済］ 

 
 （２）特命班の設置（添付資料－５） 

予期しない事象が発生し新たな役割が必要となった場合に、本部長（所長）

の指示により対応する特命班を設置する体制を定めました。 
［平成 23 年度実施済］ 

 
５．運転員等のシビアアクシデント対応能力の向上 
 （１）現場操作の詳細情報を盛り込んだマニュアルの整備 
   ①現場操作機器の設置場所、操作方法等の詳細の明記（添付資料－６） 

当社は、福島第一原子力発電所事故を踏まえ、ＳＡ対応マニュアルの整備、

および訓練を実施するとともに、その結果を踏まえ継続的にマニュアルの改

善を図っています。 
事故調査・検証委員会中間報告によれば、福島第一原子力発電所の事故時

操作マニュアルについては、中央制御室における監視や操作が可能であるこ

とを前提としたマニュアルしか整備されておらず、このことがＳＡ発生時の

対応遅れが生じた一因であるとの推定がなされています。そこで、当社のＳ

Ａ対応マニュアルについて、中央制御室での必要パラメータが確認できない

場合の代替確認手段や、現場における操作方法等の妥当性について再度点検

を行うとともに、現場において確実な操作が実施できるよう、現場操作機器

の設置場所、操作方法等の詳細情報を追加記載します。 
［平成 24 年度完了目途］ 

 

   ②シビアアクシデント時の線量率予測図の作成（添付資料－７） 
万一の炉心損傷時には、発電所建屋内の放射線量の上昇が予想されること

から、放射線量に関する情報を事前に入手しておくことにより、現地作業あ

るいは避難誘導のためのアクセスルート等の検討に活用することが可能とな
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ります。このため、解析コードを用いて発電所建屋内の放射線線量率予測図

を作成し、ＳＡ対応マニュアルに反映します。 
［平成 25 年度完了目途］ 

 
（２）自らがプラント状態を理解して対応するための教育（添付資料－８） 

当社はＡＭ対応要員に対し、これまでに安全上重要な機器や、事故時の対応

等の教育を実施するとともに、複合災害かつ同時発災訓練を実施し、対応能力

向上に努めてきました。今後も訓練を計画的に実施し、教育の充実を図る予定

です。 
今回、事故調査・検証委員会中間報告においては、操作員の機器に対する基

本的な知識不足や、これまでのＡＭに対する取組みの甘さが指摘されているこ

とから、当社研修施設・発電所等において、運転員および技術系事故対策要員

に対して、マニュアルの基となるプラントの設計思想やＳＡ時の機器動作等の

深い知識について、プラントメーカ等外部専門家の協力を得て実地も含めた教

育を実施します。 
 また、各発電所において、事故時に要員派遣を依頼する協力会社に対して、

ＳＡ対応時の教育を実施します。 
［平成 24 年度より開始予定］ 

 
 （３）より厳しい条件を想定した訓練の実施（添付資料－９） 

今回の福島第一原子力発電所事故対応においては、通常の通信設備やプラン

トパラメータ表示システム（以下、ＳＰＤＳという）が機能せず、発電所およ

び本店事故対策本部がプラント状態に関する情報を十分に得ることができな

かったことから、非常時における情報収集、伝達に関する訓練・教育の重要性

が指摘されています。 
ＡＭ対応要員の参集については、発生後即時に対応できるＡＭ対応要員を強

化するとともに召集方法の強化を図ってきましたが、今後は実施を事前に周知

しない抜き打ち訓練や、休日・夜間等を考慮した訓練を実施していきます。そ

の他、高線量環境を想定した訓練、通信設備やＳＰＤＳが使用不能な場合を想

定した訓練、「地震+全交流電源喪失」を想定したシミュレータ訓練（これまで

の地震対応訓練よりも故障の想定数を増やした訓練、全交流電源喪失へ進展し

ていく過酷な状態を模擬した訓練）等、より厳しい条件を想定した訓練を充実

します。 
 また、本追加安全対策として、実施していく項目（通信設備の強化、ＡＭマ

ニュアルの充実、複数ユニット発災時の事故対応体制の明確化等）について訓

練を通じ検証を行います。 
運転員等のＳＡ対応能力の向上については、今後も継続的に最新知見の獲得
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に努め、マニュアルの充実、教育の充実、訓練の充実を図っていきます。 
［平成 24 年度より開始予定］ 

 
６．途絶しない情報通信網の確立 
 （１）衛星電話の屋外アンテナの新設（添付資料－１０） 

通信回線の充実策としては、これまで発電所内においてはトランシーバや専

用通信線の敷設、また発電所内外の通信手段確保のための衛星携帯電話を追加

配備しました。 
福島第一原子力発電所事故においては、高線量環境のため屋外に出ることが

できず、この衛星電話を充分に活用できなかったことが指摘されており、確実

に通信手段を確保するとの観点から、屋外アンテナを追加設置し、衛星携帯電

話による屋内での通信を確実にするための充実策を実施します。 
［平成 24 年度上期完了目途］ 

 
 （２）オフサイトセンターへの衛星電話（屋外アンテナ付）の新規配備（添付資料

－１０） 
福島第一原子力発電所事故においてオフサイトセンター機能を発揮できな

かった要因として、地震により通信インフラが麻痺したことが挙げられること

から、オフサイトセンターに衛星携帯電話を新たに配備するとともに、屋外ア

ンテナを設置し、通信手段の充実策を実施します。 
［平成 24 年度上期完了目途］ 

 
 （３）モニタリングポストのバックアップ回線の新設（添付資料－１０） 

福島第一原子力発電所事故においては、地震および津波により発電所敷地境

界モニタリングポストによる監視が不能となっており、この対策として、中央

監視型固定式モニタリングポストのデータ伝送系について、従来の有線に加え

無線バックアップ回線を追加し二重化します。 
［平成 26 年度完了目途］ 

 
（４）可搬型モニタリングポストの整備（添付資料－１１） 

当社は、福島第一原子力発電所事故での教訓を踏まえ、事故収束や復旧作

業の円滑な実施のため、放射線管理について強化を図っています。 
具体的には、高放射線下での作業や津波による資機材の流出を想定し、高

線量対応防護服や個人線量計等の備品を高台に、また、サーベイメータ等を

各拠点に配備したほか、急増する業務や資機材確保に対応すべく、放射線管

理要員以外が放射線管理要員を助勢するシステムや事業者間での資機材融通

システムを構築しました。また、福島第一原子力発電所事故対応においては、



6 

内部被ばくが支配的であったことから、内部被ばくの迅速な評価手法を構築

しました。 
今後は、さらなる対策として、地震や津波によりモニタリングポストが機

能しなくなることに備え、電源および通信機能が付いた可搬型モニタリング

ポストを追加配備します。 
［平成 25 年度完了目途］ 

 
（５）原子炉等の状態を監視する計測器の開発（添付資料－１２） 

福島第一原子力発電所事故においては、複数のプラント計装システムにお

いて機能を喪失したため、ＳＡ時の過酷事故環境下においても、原子炉水位

等の重要な情報を計測できるシステムを、国と電気事業者が一体となって研

究開発します。 

［平成 24 年 1 月より検討開始］ 

 
７．災害対応資機材等の充実 
 （１）資機材の充実と予備品の追加確保（添付資料－１３，１４） 

当社は、福島第一原子力発電所事故を踏まえ、電源確保や冷却水確保のため

の空冷式非常用発電装置やケーブル、ならびに消防ポンプや消火ホース等の必

要な資機材を既に確保し、配備場所、数量等をリスト化しましたが、対策の機

動性・実効性向上の観点から必要と考えられる資機材や予備品について、さら

に充実します。 
具体的には、内部被ばくの確実な防止のためのマスク用チャコールカートリ

ッジや空気作動弁等の動力確保のための窒素ボンベ等を追加確保するととも

に、計測機器用の電源確保のためのバッテリーや全交流電源喪失時の弁作動用

空気確保のためのコンプレッサー等について充実します。また、緊急時におい

て速やかに調達ができるよう入手先等の情報について協力会社持資機材も含

め整備した資機材リストを作成し、配備します。 
地震・津波により生じる瓦礫・漂流物を撤去し災害時のアクセスルートを確

保可能なように、ホイールローダー、ブルドーザー、クローラキャリアを各発

電所に配備済みですが、ブルドーザーをドーザーショベルに、クローラキャリ

アをクレーン機能を有するウニモグに置き換えて、瓦礫撤去機能を充実します。 
［平成 24 年度完了目途］ 

 
（２）格納容器破損防止のためのフィルタ付ベント設備の設置（添付資料－１５） 

福島第一原子力発電所事故においては、格納容器保護のために格納容器ベン

トがなされ、環境中に大量の放射性物質が放出されました。一方、加圧水型原

子力発電所は格納容器容積が比較的大きいため、１次冷却材喪失事故が発生し
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た場合においても格納容器が加圧損傷に至らない設計となっています。当社に

おいては、全交流電源喪失や海水冷却機能喪失時に格納容器の設計や安全対策

の実施により格納容器が破損する事態に至らないことを確認していますが、万

一炉心が損傷し、格納容器の内圧が大きく上昇した場合に、圧力を低減して損

傷を防止するとともに、この際の放射性物質の放出量を低減させるために、格

納容器フィルタ付ベント設備を設置します。 
［数年後完了目途］ 

 
８．今後の対応    

これまでに実施している安全性向上対策の計画に加え、今回、新たに自主的

に追加策定した実行計画を鋭意実施し、安全性向上対策をさらに充実させるこ

とで、実効性の向上に取り組んでいきます。 
今後も、福島第一原子力発電所事故についての情報収集、分析を継続し、新

たな知見獲得に努めるとともに、さらなる安全性向上対策を迅速かつ的確に実

施することで、原子力発電所の安全性を向上させ、県民の皆さま方に安心して

いただけるよう、全社一丸となって努力していきます。 

 
以 上 
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添付資料  
－１  ：初動対応要員のさらなる増員（大飯発電所） 
－２  ：      〃       （高浜発電所） 
－３  ：      〃       （美浜発電所） 
－４  ：協力会社による発電所支援体制の構築 
－５  ：指揮命令系統の明確化 
－６  ：現場操作機器の設置場所、操作方法等の詳細の明記 
－７  ：シビアアクシデント時の線量率予測図の作成 
－８  ：自らがプラント状態を理解して対応するための教育 
－９  ：より厳しい条件を想定した訓練の実施 
－１０ ：途絶しない情報通信網の確立 
－１１ ：可搬型モニタリングポストの整備 
－１２ ：原子炉等の状態を監視する計測器の開発 
－１３ ：資機材の充実と予備品の追加確保（１／２） 
－１４ ：        〃      （２／２） 
－１５ ：格納容器破損防止のためのフィルタ付ベント設備の設置 

 
 
      
 



　冗長性
　の考慮

運転員 ２２名 運転員 ２２名

当番
（現場指揮）

１名
当番

（現場指揮）
１名

瓦礫 １名 瓦礫 １名

合計 ４４名 合計
５４名

（＋１０名）
６名

守衛 ３名 守衛 ３名

合計 ４７名 合計
５７名

（＋１０名）

消防 ５名

現状

運転員の
支援

２名

当番 ２名

電源確保

２名

３名

　８
　↓
　４→６名

給水確保

［必要数１１］

　３
　↓
　７→１４名

８名

給水確保 ３名

電源確保
（燃料補給）

［必要数４］

５名

４月以降の計画

運転員の
支援

２名

当番 ３名

消防

１名

（1名追加）

（２名追加）

（７名追加）

４

［平成24年4月末
完了目途］

添付資料－１初動対応要員のさらなる増員
（大飯発電所）



添付資料－２

　冗長性
　の考慮

運転員 ２２名 運転員 ２２名

当番
（現場指揮）

１名
当番

（現場指揮）
１名

瓦礫 １名 瓦礫 １名

合計 ４５名 合計
５４名

（＋９名）
９名

守衛 ３名 守衛 ３名

合計 ４８名 合計
５７名

（＋９名）

３名

３名

運転員の
支援

２→５名

１名

給水確保

［必要数８］

　４
　↓
　８→１１名

４月以降の計画

当番 ３名

消防 ５名

２名

８名

電源確保
（燃料補給）

［必要数４］

　８
　↓
　４→６名

給水確保 ４名

現状

運転員の
支援

２名

当番 ２名

消防 ５名

電源確保

（1名追加）

（２名追加）

（３名追加）

（３名追加）

４

［平成24年4月末
完了目途］

初動対応要員のさらなる増員
（高浜発電所）



初動対応要員のさらなる増員
（美浜発電所）

　冗長性
　の考慮

運転員 １９名 運転員 １９名

当番
（現場指揮）

１名 当番
（現場指揮）

１名

瓦礫 １名 瓦礫 １名

合計 ４２名 合計
４７名

（＋５名）

　　６名
（１名は当初よ

り考慮済み）

守衛 ３名 守衛 ３名

合計 ４５名 合計
５０名

（＋５名）

消防 ５名

電源確保 ６名

給水確保 ５名

現状

運転員の
支援

２名

当番 ３名

電源確保
（燃料補給）

［必要数３］

６→５名 ２名

給水確保

［必要数８］

　５
　↓
　６→１１名

３名

４月以降の計画

運転員の
支援

２名

当番 ３名

消防 ５名

１名
（当初より考慮

済み）

（５名追加）

１

［平成24年4月末
完了目途］

添付資料－３



技術的事項の助言等 技術的事項の支援
○美浜町：技術者 11名

・メーカ本社：技術者
約400～500名

プラントメーカ
（三菱重工業・三菱電機）

協力会社による発電所支援体制の構築

原子力事業本部

○非常時に必要な技量を持った要員の派遣を確実に受ける
ことができるよう協力会社による要員派遣体制を構築

○複合発災、予期しない事態への確実な対応

H23.11での
強化対策

＜協力会社による現場支援体制を構築＞

・現場作業：
電気、計装、機械作業

（例：モータ、弁、ポンプ修理）

・放射線管理支援：
（例：放射線測定）

・エンジニアリング支援：
（例：炉心管理）

緊急時に必要な
要員を派遣

（支援）

（支援） 情報のやりとり

現場実務の支援

協力会社

今回のさらなる
追加対策

３号 ４号

１号 ２号発電所

（支援）

（助言等）

美浜発電所 約１１０名

高浜発電所 約１５０名

大飯発電所 約１５０名

<支援を要請する協力会社の技術系社員>

大飯発電所の例

・初動対応要員
５４名

・緊急参集による要員
１６０名

［平成23年度
実施済］

添付資料－４

約410名



（代行者）
原子力事業

本部長

指揮命令系統の明確化

初動対応初動対応
本部長
（所長）

運転管理要員
副所長

統括長 等

対外連絡

社内連絡
中央制御室より

電源確保要員

現場指揮、現場対応

緊急時呼出
システム等
により

所長室課長（総務）

所長室課長（地域）

技術課長

安全防災課長・原子燃料課長

放射線管理課長

発電室長

保全計画課長・電気保修課長
計装保修課長・原子炉保修課長
ﾀｰﾋﾞﾝ保修課長・土木建築課長

単独機発災時での体制単独機発災時での体制

複数機発災時の体制（例）複数機発災時の体制（例）

総務班

広報班

情報班

安全管理班

放射線管理班

発電班

保修班

所長室課長（総務）

所長室課長（地域）

技術課長

安全防災課長・原子燃料課長

放射線管理課長

発電室長

保全計画課長・電気保修課長
計装保修課長・原子炉保修課長
ﾀｰﾋﾞﾝ保修課長・土木建築課長

総務班

広報班

情報班

安全管理班

放射線管理班

発電班

保修班

本部長
（所長）

副本部長
（副所長
品質保証室長
安全防災室長
運営統括長）

本部長付
（副本部長
班長を除く
職位が課長
以上の者）

1u 当直課長（運営係長）
2u 当直課長（定検係長）

2u 保修係長（班長）
1u 保修係長（班長）

予期しない事象が
発生し新たな役割
が必要なった場合
に、本部長（所長）
の指示により対応
する特命班を置く

体制の確立

要員の参集

複数機同時発災時
の対応として、

・号機毎の指揮者、対応要員
を指名

・対応の明確化を社内標準
に反映

［平成23年度
実施済］

１号指揮
（1,2号運営統括長）

２号指揮
（副所長（原子力災
害防止対策））

３号指揮
（3,4号運営統括長）

４号指揮
（品質保証室長）

添付資料－５

特命班
予期しない事象に対応

本部長
（所長）

社長

（代行者）
原子力事業

本部長

社長



現場操作機器の設置場所、操作方法等の詳細の明記

①中央制御室での必要パラメータが確認できない場合の代替確認
手段について、妥当かどうか再チェックする。

○ 整備・拡充したマニュアルにより訓練を実施し妥当性を検証する

○ ＡＭ知見の拡充に努め、適宜マニュアルを充実していく

弁  名  称 
弁・ダンパ

番号 

現在の

状態 

AM 操作で

「開」の

必要の 
ある弁 

注 意 ・ 備 考 

安全注入信号(S 信号)により隔離される弁     

充てんライン格納容器隔離弁 CS－157 開・閉 ○ 充てん系による注入を実施する場合は「開」にする必要がある 

充てんライン止め弁 CS－155 開・閉 ○ 充てん系による注入を実施する場合は「開」にする必要がある 

     

格納容器隔離動作 A(T信号)で隔離される弁     

加圧器逃がしタンクガス分析ライン格納容器第 1 隔離弁 RC－077 開・閉 ×  

 

現状マニュアルの例

追加記載例

②上記マニュアルで開閉する弁等について、設置場所をマニュアルへ
追加記載する。

流量計で確認出来なければ
現地の状態確認で判断する

現状マニュアルの例

［平成24年度
完了目途］

添付資料－６



放射線量に関する情報を事
前に入手し、現地作業、避
難誘導等に活用

事前に発電所建屋内の線量
率予測図を作成し、マニュアル
類に反映

線量率予測図のイメージ
建屋内

炉心が損傷すると
○燃料被覆管や燃料ペレットの遮蔽

効果が期待できないことから発電所
建屋内の放射線量が上昇

事象進展を踏まえた各系統等
からの放射線の影響を解析で
求め、これを活用する（2年程度

かけて順次実施予定）

補助建屋

原子炉容器

高線量区域

：○○mSv/h以上

：△△～○○mSv/h

：□□～△△mSv/h

（色により線量率を区分）

原子炉格納容器

加圧器
原子炉容器

燃料

補助建屋

Ｐ
Ｐ

補助建屋内を
炉心水が循環

放射性物質を含む水

サンプ

［平成25年度
完了目途］

シビアアクシデント時の線量率予測図の作成 添付資料－７



○教育資料の充実
○技術者の派遣等による協議
（例）・メーカを含めた設備検証

・米国スリーマイル島（ＴＭＩ）
事故反映事項の検証 等

・国内外のＡＭ全般に関する最新知見の収集・反映

メーカ等外部専門家の
協力を得て

強化を図っていく

＜ＡＭ教育の充実＞

＜報告書＞
・ICの作動状態の誤認
・原子炉低圧状態下でHPCIの手動停止

○事故シナリオ
・事故シナリオを用いた知識
・正常時、事故時の圧力・温度等に

ついて作動ロジックやシーケンス等
も含めた知識

○対応策
・AM対策時の系統、使用する機器に

対する知識
（系統状態、機器の挙動 等）

○プラントの設計思想
・系統、機器の設計思想を踏まえた

AM対応時の使用条件・発揮能力等
についての知識

○プラント構成機器や挙動
・原子炉理論や熱力学等の設備・理

論教育（発電室員）

AM対応要員に必要な知識の増強福島第一原子力発電所事故
における問題点

○若年層社員（全員）
・シビアアクシデント（SA）、
アクシデントマネジメント（AM）の
概要

○安全、保修関係への配属者（選択）
・SAの事象の解説

○発電室員
・SAの概要、事象の進展、

AM策の概要
・操作等については、随時訓練で

実施

現状

自らがプラント状態を理解して対応するための教育
［平成24年度より

開始予定］

添付資料－８

○発生事象、初動対応等の知識の付与

協力会社支援要員に必要な
知識の付与



より厳しい条件を想定した訓練の実施

福島事故の教訓を反映し、訓練の充実を図る。

これらの実施結果を各種要領や次回訓練に
反映するとともに、適宜最新知見を反映し、
訓練の充実を図る

１．要員の参集

・寮等を出発地点とする参集訓練を実施

（実態に即した参集訓練を実施）

・予め訓練の実施を周知しない

・夜間等に実施 等

２．運転情報の共有化

○ プラントパラメータ表示システムや通信設備が使用不能な

場合を想定し、以下の観点に着目して訓練を実施

・データ収集方法の明確化

・データ伝送代替方法の確認

３．今回の追加対応の検証

○ 今回の追加対応

・複数機同時発災時、号機毎に役割を明確化

・強化した通信設備の活用

・新知見等を反映したＡＭマニュアルの検証

・高線量環境を想定した訓練 等

緊急時衛星通報システムを
用いたメールでの送信等

データ採取場所、採取者、
取纏め者の明確化等

［平成24年度より
開始予定］

添付資料－９



原子力事業本部

３ １０

本店（大阪）

１２０ ０

１４２ １４

オフサイトセンター

０ 各 ６
（計 １８）

美浜・大飯・高浜

発電所

○衛星電話の屋外アンテナの新設

○固定式モニタリングポストの

データ伝送系の二重化

（有線に無線を追加）

○モニタリングポストのバックアップ回線の新設

途絶しない情報通信網の確立

高浜発電所
２３１ ２３
１００ ０

美浜発電所
１００ ０

２４１ ２４

大飯発電所
２６１ ２６
１００ ０

０

震災前 現状 今後

震災前 現状 今後

震災前 現状 今後

震災前 現状 今後
：屋外ｱﾝﾃﾅ付

：屋外ｱﾝﾃﾅ付

衛星電話数

○福島の教訓

・地震および津波によりモニタリ
ングポストが監視不能となった

［平成26年度
完了目途］

添付資料－１０

［平成24年度上期
完了目途］

１０

○オフサイトセンターへの衛星電話（屋外アンテナ付）の新規配備
［平成24年度上期完了目途］



ソフト面対策

○福島の教訓

・内部被ばく評
価が遅れ､
線量上限
250mSvを超過

○ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ等を用いて内部被ばくの迅速な
評価を図る

○各拠点への放射線測定器類の配備充実
(GM､NaIｼﾝﾁ､電離箱､ｻﾝﾌﾟﾗ等) ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ貼付用頚部甲状腺線量

評価ｼｰﾄ(例)の一部

測定部位
を示す

高線量対応防護服
（タングステン入り）

個人線量計

全面マスク

シビアアクシデント対策

○福島の教訓

・現場確認の
必要性が生じ
たが線量が高
く叶わず

・急増する放射
線管理業務に
放射線管理要
員が不足

○高線量下の作業を想定し高線
量対応防護服を配備

○高線量対応防護服、個人線
量計、マスク等の備品を高台に
配備し、また事業者間で資機材
融通するシステムを構築

○急増する放射線管理業務に
対し、放射線管理要員以外が放
射線管理要員を助勢するシステ
ムを構築

【当社】
【他社】

融通

その他放射線
管理用資機材

○災害時には固定式モニタ
リングポストは機能しなくな
ることも想定し、可搬型モ
ニタリングポスト（電源・通
信機能付）を配備

追加対策

○福島の教訓

・地震および津
波による全交流
電源喪失のため
モニタリングポス
トが監視不能と
なった

電源は、ＡＣ電源の他、内蔵ﾊﾞｯﾃﾘｰ＋
着脱式外部ﾊﾞｯﾃﾘｰにより長期間の連続
測定を想定。通信機能も有す。

(通信)電源については強化済
・無停電電源装置１ｈ→４ｈ
・小型発電機の配備

［平成25年度
完了目途］

可搬型モニタリングポストの整備 添付資料－１１



■技術課題

・過酷事故（SA）環境条件下における監視機能維持のための計装システムの耐環境性強化

・対象パラメータに対する技術適用性の検証と成立性の確立

・事故環境下での計測値，信頼性確認方法の確立 等

■過酷事故計装システムへの要求

・過酷事故時の耐環境性

・電源喪失時のﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ手段確保 等

■検討項目

・耐熱材料・耐放射線材料の適用

・環境変化に対するセンサ出力補償方法

・遠隔校正方法の検討 等

■研究スケジュール

・H24.1～H26.9

原子炉等の状態を監視する計測器の開発

福島第一原子力発電所の炉心損傷という過酷な事故を踏まえ，過酷事故
環境下においても，プラント重要パラメータを計測可能な計装システムを開
発し，将来的にはその実用化に向けた検証を行う。

1.計装システムの要求条件の定義
(1)対象パラメータ選定
(2)環境条件等の設定
(3)要求条件の定義

2.計装システムの基本計画の策定
(1)計装システムの基本仕様の設定
(2)具体的計装ｼｽﾃﾑの開発ﾌﾟﾗﾝの検討
(3)開発プランの優先順位の検討

3.計装システムの開発
(1)計装システムの設計・試作
(2)計装システムの基礎試験及び解析
(3)計装システムの確証試験

4.規格・指針案の作成
(1)海外規格調査
(2)規格・指針案の作成

5.研究成果のまとめ

H26年度H25年度H24年度H23年度研 究 項 目

ＣＶ温度

アニュラス
水素濃度

 

ＲＥ

ＬＴ

ＰＴ

ＬＴ

ＬＴ
ＰＴ

ＴＥ ＬＥ ＬＴ 

ＴＥ 

ＰＴ

原子炉水位

原子炉圧力

炉内温度

再循環サンプ水位

ＣＶ水素濃度

［平成24年1月
より開始］

添付資料－１２



・消防ポンプ
・可搬式エンジン駆動ポンプ
・消火ホース

等

現 状

水源確保用

・空冷式非常用発電装置
・電源ケーブル

等

電源確保用

・懐中電灯
・ホイールローダー
・タンクローリー
・衛星携帯電話
・トランシーバ－ 等

必要な資機材・予備品について確保するとともに、
配備場所・数量等をリスト化

今後の計画

・内部被ばくの確実な防止のためのマスク用チ
ャコールカートリッジ

・空気作動弁等の動力確保のための窒素ボンベ
等

事故対応に必要な資機材を
必要数以上確保

追加確保

必要な資機材･予備品が不
足した場合に、速やかに手
配（購入･借用等）が行える
よう、協力会社持資機材も
含め整備した資機材リスト
を作成し、原子力事業本部
や各発電所に配備

さらなる資機材
リストの作成・配備

その他

資機材の充実と予備品の追加確保（１／２）

・計測機器の電源確保のためのバッテリー
・弁作動用空気確保のためのコンプレッサー

等

資機材の充実

［平成24年度
完了目途］

添付資料－１３



ﾄﾞｰｻﾞｰｼｮﾍﾞﾙﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ

ｸﾛｰﾗｰｷｬﾘｱ

約６ヶ月以降（約６ヶ月以降（H24.H24.77以降目途）以降目途）

ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞｰ

ｳﾆﾓｸﾞ

ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞｰ

物を掴む：クレーン（グラップル）
機能も装備

漂流物および瓦礫についてはホイールローダーにより撤去可能であるが、ブル
ドーザーおよびクローラーキャリア、さらには今後配備予定のウニモグ等のクレー
ン機能を追加強化し、更なる瓦礫撤去機能を充実していく

H23.6.1

置換え
（性能強化）

H23.12.16

H23.12.16

資機材運搬トラック（２ｔ，４ｔ）
資機材運搬トラック（２ｔ，４ｔ）H23.4.4

添付資料－１４資機材の充実と予備品の追加確保（２／２）
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放出点からの距離 (km)

格納容器破損防止のためのフィルタ付ベント設備の設置

○上記安全対策を実施しているが、万一、炉心損傷により格納容器の
内圧が大幅に上昇した際に、格納容器の圧力を低減し損傷を防止

○フィルタ機能を有することで、放射性物質を除去し、土地汚染による
長期避難を極小化

排気筒
原子炉格納容器

原子炉

蒸気
発生器

加圧器

気体の流れ

排気

MM

M

概念図

空冷式非常用発電装置

大容量ポンプ

フィルタ付ベント設備

これまで実施してきた安全対策

フ
ィ
ル
タ

格納容器からの放射性物質を
含んだ気体を外部へ放出する
前に、フィルタを通すことにより、
放出する気体から放射性物質
を除去

全交流電源喪失、海水冷却機能喪失時における、
格納容器冷却手段の多様化を実施

・蒸気発生器を介した除熱
・空冷式非常用発電装置、大容量ポンプを

用いた除熱

［数年後完了目途］

添付資料－１５



 

 

 

福島第一原子力発電所事故を踏まえた 

原子力災害時の初動体制等に係る 

追加安全対策について 

（補足説明資料） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２４年 ３月２３日 

関西電力株式会社 

１．初動人員体制の強化 

２．指揮命令系統の明確化 

３．運転員等のシビアアクシデント対応能力の向上 

４．途絶しない情報通信網の確立 

５．災害対応資機材等の充実 

別添資料
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１．初動人員体制の強化 

項目 事故前 １１月時点の対策 追加対策 対策のねらいや効果

○運転員および保安要員の常駐 
美浜   26 名 
大飯   29 名 

  高浜   29 名   
合計   84 名 

 
［役割］運転員、消防、連絡当番 

○初動対応要員の発電所常駐体制の確立 
   美浜   42 名（+16 名） 

大飯   44 名（+15 名） 
  高浜   45 名（+16 名）   

合計   131 名（+47 名） 
 
［増員の役割］事故対策指揮、運転助勢、がれき撤去、 

電源確保、給水確保 

○初動対応要員のさらなる増員 
   美浜   47 名（+5 名） 

大飯   54 名（+10 名） 
  高浜   54 名（+9 名）  

   合計   155 名（+24 名） 
［平成 24 年 4 月末］

［増員の役割］外部支援なしでの給水確保、 

予期しない事態を想定した要員のさらなる確保 

 

（中間報告）福島第一原発では、災害への対処に必要な各種オペ

レーション要員（重機による漂流物の撤去作業・消防車によ

る原子炉の注水作業等）の確保、整備が不十分であったこと

から、迅速な対応に支障を来した。（P444） 

常
駐 

（大飯発電所の例） 

○事故対策要員（社員）の参集 
 美浜   153 名 

大飯   160 名 
  高浜   164 名   

合計   477 名 
    

・原子力発電所で重大な事故が発生した場合に、

現場・社外対応を実施するために参集 

○プラントメーカーによる発電所支援体制の構築 
 ・緊急時に設計根拠や機器の詳細な情報を即座に入手し、

事故収束手段を検討する体制を構築 

     若狭原子力統括センター設置（2 月 1 日）11 名 

○事故対策要員（社員）連絡方法と参集手段の強化 
・寮などの拠点および幹部に衛星電話を配備 

・船舶に加えヘリによる搬送など参集手段の多様化 

○協力会社による発電所支援体制の構築 
   美浜    約 110 名 

大飯    約 150 名 
  高浜    約 150 名   

   合計    約 410 名  
・機械・電気関係の作業や放射線管理の支援など、現場実務に対

する要員派遣体制について覚書を締結し、事故時に保修班、放

射線管理班等の指導の下、現場対応を行う。         

［平成 23 年度実施済］
 

（中間報告）福島第一原発では、災害への対処に必要な各種オペ

レーション要員（重機による漂流物の撤去作業・消防車によ

る原子炉の注水作業等）の確保、整備が不十分であったこと

から、迅速な対応に支障を来した。（P444） 

休日・夜間

の体制 

 

参
集 

（大飯発電所の例） 

休日・夜間の 

初動人員体制を 

事故前の倍増 

事故対策要員（社員）：１６０名

約１７０名

本部長・副本部長他(18)､
総務(22)､広報(8)､情報(17)､安全管理(17)､

放射線管理(18)､発電(19)､保修(41)

プラントメーカーによる支援

（＋１１名）

（＋１５０名）

同 左 同 左

同 左

協力会社による現場支援体制：約150名
機械(約60)､電気・計装(約50)､

放射線管理(約30)､技術支援(約10)

事故対策要員：約３２０名

２９名

４４名

５４名

・運転員 22(1,2u：１チーム12名)
(3,4u：１チーム10名)
・当番(2)
・消防(5)

（＋１５名）

（＋１０名）

・運転員の支援(2)
・現場指揮者(1)

・電源確保､給水確保､瓦礫処理(12)

同 左

・運転員の支援(2)
・現場指揮者(1)

・電源確保､給水確保､瓦礫処理(21：+9)

・運転員(22)
・当番(3：+1)

・消防(5)
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２．指揮命令系統の明確化 

項目 事故前 １１月時点の対策 追加対策 対策のねらいや効果

 

・当直課長が緊急時におけるプラントの運転操作

や停止について、判断・指示を行う 

○海水注入判断の明確化 
 ・緊急時には所長の判断で、蒸気発生器に海水を注入する

ことができることを規定 

 

 

○指揮命令系統の明確化 
・複数機同時発災時に情報が混乱し指揮命令が遅れることのな

いよう、発電所長のもとに号機毎の指揮者を指名するととも

に、号機に特化して情報収集や事故対策を行う事故対応者を

明確化                            ［平成 23 年度実施済］

○特命班の設置 
・予期しない事象が発生した場合に本部長の指示により対応

する特命班を設置                ［平成 23 年度実施済］

（中間報告）福島第一３号機の高圧注水系の停止について、事前

に当直長から連絡を受けた発電所対策本部の発電班の一部の

者は、現場対応に注意を払う余り情報伝達が疎かになり、班

全体で情報共有されず、発電所長や本店も高圧注水系を停止

しようとしていることを知らなかった。（P172） 

明確な指揮・命令 

の伝達 

指揮命令系統 

（大飯発電所の例） 

          

 

単独プラント発災時での体制単独プラント発災時での体制

総務班

広報班

情報班

安全管理班

放射線管理班

発電班

保修班

副本部長
副所長

品証保証室長
安全防災室長

統括長

本部長付
副本部長・
班長を除く
職位が課長
以上の者

本部長
（所長）

（常駐：２９人 参集：約１６０人）

社長

原子力
事業

本部長

(代行者)

本部長
（所長）

複数プラント発災時の体制（例）複数プラント発災時の体制（例）

１号担当グループ

２号指揮
（副所長SBO）

総務班

広報班

情報班

安全管理班

放射線管理班

発電班

保修班

１号指揮
（1,2号統括長）

３号指揮
（3,4号統括長）

２号指揮
（副所長）

４号指揮
（品質保証室長） ２号担当グループ

１号担当グループ
２号担当グループ

…
…

特命班
予期しない
事象に対応

予期しない事象が発生し新たな役割
が必要となった場合に、本部長（所長）
の指示により対応する特命班を置く

社長

原子力
事業

本部長

（常駐：５４人 参集：約３２０人）

(代行者)
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３．運転員等のシビアアクシデント対応能力の向上 

項目 事故前 １１月時点の対策 追加対策 対策のねらいや効果

マニュアル ○シビアアクシデントマニュアルの整備 

・地震津波による機器の損壊等の想定が不十分 
○福島事故を反映したマニュアルの整備 
 ・地震津波による機器の損壊等を想定したマニュアルの整

備 
 

○現場操作の詳細情報を盛り込んだマニュアルの整備 
 ・現場操作機器の設置場所、操作方法等の詳細を明記 

［平成 24 年度］

・シビアアクシデント時の線量率予測図の作成 
［平成 25 年度］

（中間報告）アクシデントマネジメント用の事故時運転操作手順

書には制御盤上の操作手順しか記載がなかったことから、開

操作を必要とする弁の特定、弁の設置場所、手動開操作が可

能な構造か否か等について一つ一つ確認する必要があった。

  （P157） 

教育 ○アクシデントマネジメントの概要の教育 
・シビアアクシデントやアクシデントマネジメ

ントの概要の教育 
・シビアアクシデント対応時の操作訓練 

○福島事故を反映したマニュアルに基づく教育 
 ・福島事故を反映したマニュアルに基づく操作手順等の教

育と訓練 

○自らがプラント状態を理解して対応するための教育 
 ・当社研修施設・発電所等において、運転員および技術系事故

対策要員に対して、マニュアルの基となるプラントの設計思

想やシビアアクシデント時の機器動作等の深い知識につい

て、メーカー等の協力を得て実地も含めた教育を実施 
・各発電所において、事故時に要員派遣を依頼する協力会社に

対して、シビアアクシデント対応時の教育を行う 
［平成 24 年度～］

 
（中間報告）福島第一１号機の非常用復水器について当直から現

場状況の報告があったにも関わらず、発電所対策本部は電源

喪失により隔離弁が閉まって非常用復水器が動作していない

のではないかと指摘する者はおらず、３時間以上当直から報

告を受けていなかった。（P115,P118） 

訓練 ○原災法に基づく総合訓練の実施 
・原災法に基づく訓練（1 回／年） 
 
 

○福島事故を反映した具体的な訓練の実施 
 ・電源接続や給水等の個別訓練の実施 

（1 月末現在、112 回） 
・総合訓練の実施 
（3 月 18 日実施済み） 

○より厳しい条件を想定した訓練の実施 
 ・実施日を周知しない抜き打ち参集訓練 
 ・通信設備やプラントパラメータ表示システム(SPDS)が使用不

能な場合を想定した訓練 
 ・高線量環境を想定した訓練 
・実機を模擬した中央制御盤を用いて運転操作を行う訓練（シ

ミュレータ訓練）において、複合事象（地震と全交流電源喪

失）発生時の運転員の応用対応能力向上訓練を実施 など 
［平成 24 年度～］

（中間報告）プラント状態に関する情報を即時入手できることを

前提とした訓練、教育しか受けていない者が、極めて過酷な

自然災害によって同時多発的に複数号機で全電源が喪失す

るといった事態に直面し、プラントパラメータ表示システム

が機能しない中で、錯綜する情報から各号機のプラント制御

にとって必要な情報を適切に取捨選択して評価することは

非常に困難であったと思われる。（P121） 

シビアアクシデント

対応の実効性向上 
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４．途絶しない情報通信網の確立 

項目 事故前 １１月時点の対策 追加対策 対策のねらいや効果

○衛星電話の配備 
 ・本店   3 台 

事業本部 2 台 
美浜   1 台 
大飯   1 台 

  高浜   1 台   
  合計   8 台 

○衛星電話の台数増強 
 ・本店   10 台（+7 台） 

事業本部 14 台（+12 台） 
美浜   24 台（+23 台） 
大飯   26 台（+25 台） 

  高浜   23 台（+22 台）   
合計   97 台（+89 台） 

○衛星電話の屋外アンテナの新設 
97 台中 42 台の屋外アンテナを設置  

 ・本店   10 台 
事業本部 14 台（12 台） 
美浜   24 台（10 台） 
大飯   26 台（10 台） 

  高浜   23 台（10 台）   
合計   97 台（42 台）  

［平成 24 年度上期］

 

（中間報告）保安院等への連絡は、屋外に駐車した防災車に搭載

された衛星電話を用いて行っていたが、線量の上昇に伴い屋

外にでることが困難となり、この電話を用いた連絡が出来な

くなった。（P64） 

（大飯発電所の例） 

○本店・事業本部・発電所等を結ぶネット

ワークの構築 
 ・有線回線によるネットワークの構築 

○本店・事業本部・発電所等を結ぶネットワークのバ

ックアップ回線の新設 
 ・衛星回線によるネットワークを新規整備 

 

○発電所内通信設備の設置 
 ・内線電話、ＰＨＳ、ページング等 

○発電所内通信設備の増強 
 ・電源喪失や通信設備被災時にも使用できる電池式の通信

機器を新規配備 

   トランシーバ、携行型通話装置等 

 
 
 

 
 
 

○オフサイトセンターへの衛星電話（屋外アンテナ付）

の新規配備 
 ・合計で 18 台（屋外アンテナ付）を新規配備  
   美浜、大飯、高浜オフサイトセンター 各 6 台 

［平成 24 年度上期］

 

（中間報告）オフサイトセンターには 6 台の衛星電話が置かれて

いたが、可搬式衛星電話 1 台はつながりにくく、また、車載

型衛星電話 2 台についても搭載されていた防災車が屋外に駐

車されていたため周辺の線量上昇にともない使用されなくな

った。（P72） 

通信連絡 

 

 
○免震事務棟を設置し通信機器の移設 
 ・新規に設置する免震事務棟に一斉同報装置やＰＨＳ交換

器を移設 

 

現場状況の確実な 

伝達 

（＋１０台）

（＋２５台）

衛星電話１台

衛星電話２６台

（屋外ｱﾝﾃﾅ付：１０台）

衛星電話２６台
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項目 事故前 １１月時点の対策 追加対策 対策のねらいや効果

モニタリング 
ポスト 

 
○発電所敷地境界モニタリングポストの電源強化 
 ・バッテリー容量等の増強 
   バッテリー１時間から４時間に増強 

＋小型発電機のつなぎ込み 

○モニタリングポストのバックアップ回線の新設 
 ・発電所敷地境界モニタリングポストの測定データ伝送系の二

重化（有線に加え無線を追加） 
［平成 26 年度］

○可搬型モニタリングポストの整備 
 ・発電所敷地境界モニタリングポスト被災時に代替監視する 

可搬型モニタリングポストを整備 

   現有５台（うち通信機能なし４台）の他、 

６台×３発電所＝１８台を整備 

［平成 25 年度］

 

（中間報告）福島第一原発敷地内に設置されていた 8 台のモニタ

リングポスト及び各号機等に接続する 14 台の排気塔モニタ

ーは、全て監視不能となった。（P251） 

計器 
 
 
 
 
 

○使用済燃料プールの水位監視機能の強化 
 ・非常用電源につながる水位監視カメラと水位計を新設 
 
 
 
 

 

○原子炉等の状態を監視する計測器の開発 
 ・シビアアクシデント時の過酷な環境下においても、原子炉水

位等の重要な情報を計測できるシステムを、国および電気事

業者が一体となって研究開発する。 

［平成 24 年 1 月～］

 

（中間報告）3 月 11 日 22 時頃、当直は 1 号機の原子炉水位計が

燃料頂部＋550mm を示したことを報告したが、非常用復水器

が喪失していたと考えられる上、代替注水もされていなかっ

たので指示値の信頼性には大いに疑問がある。（P142） 

正確な現場状況の 

把握 
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５．災害対応資機材等の充実 

項目 事故前 １１月時点の対策 追加対策 対策のねらいや効果

○資機材の充実と予備品の追加確保 
・資機材の充実 
（ホイルローダー以外の重機、バッテリー、コンプレッサー等）

○必要資機材の確保 
・空冷式非常用発電装置、消防ポンプ（可搬型エンジン駆動

ポンプ）、消火ホース、ホイールローダー（ショベル付四輪

走行車）など 
・ドーザーショベル 

（ショベル付ブルドーザー） 

美浜  1 台  
大飯  1 台 

 高浜  1 台   
合計  3 台 

・ウニモグ 

（クレーン付大型運搬トラック

（荒地走行可能）） 

美浜  1 台 
大飯  1 台 

 高浜  1 台   
合計  3 台 

・空冷式非常用発電装置 

美浜  5 台 
大飯  8 台 

 高浜  8 台   
合計  21 台 

・消防ポンプ 

（可搬型エンジン 

      駆動ポンプ） 

美浜  20 台 
大飯  53 台 

 高浜  61 台   
合計  134 台 

・消火ホース 

美浜  185 本 
大飯  625 本 

 高浜  403 本   
合計  1213 本 

・ホイールローダー 

（ショベル付四輪走行車） 
美浜  1 台 
大飯  1 台 

 高浜  1 台   
合計  3 台 

制圧機材 
 

  

・予備品の追加確保 
（弁駆動用窒素ボンベ、内部被ばく防止ﾏｽｸ用ﾁｬｺｰﾙｶｰﾄﾘｯｼﾞ等）

［平成 24 年度］

 

（中間報告）原子炉格納容器ベントに実施に関し、全ての交流電

源や直流電源を喪失したことを想定した準備（非常用 DG や

電源盤の設置場所・水密性の検討、可搬式コンプレッサーの

備え等）が絶対的に不足していた。（P158） 

円滑な現場対応 

発電所設備 
  

○格納容器破損防止のためのフィルタ付ベント設備の 

設置 
 ・更なる安全確保の観点から、念のため、格納容器の損傷を防

止するベント設備を設置 
・ベント設備には、周辺環境への影響を緩和するための放射性

物質除去フィルタを設置 
［数年後目途］

外部影響防止 

運搬手段 ○空路・海路による運搬手段の確保 
 ・要員搬送のための小型船舶の手配 
 ・要員および資機材搬送のためのヘリコプター

の手配 など 

○空路・海路による運搬手段の強化 
 ・大物資機材運搬船の新規手配 

・ヘリコプター発着地の拡大 など 
機動性の強化 

被ばく管理 
 

○緊急時の被ばく管理体制の強化 
 ・緊急時に放射線管理要員を助勢する仕組みの整備 

 ・内部被ばく評価のための測定器の追加配備と迅速な評価

方法の検討 

作業員の安全確保 

 


	0323_3j_03
	報告書.pdf
	報告書②

	0323_3j_02.pdf

